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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、日本における人身取引（とくに性搾取と労働搾取）の実態と対応を東アジア諸国・

地域との関係の視点から評価し、これに対する日本の出入国法制や労働規制の運用実態と問題

点を分析した。問題の背景に国際的な人の移動─とくに非人間的なチープ・レイバーのグロー

バルな展開─があり、日本の法制度・政策と運用は、性的搾取や労働搾取など多様な形態をと

る現代の人身取引に十分に対応できていない。効果的な規制と被害者の保護・予防の面で弱点

をもつこと、また、国際的な経験と対応に学び、とくに東アジア諸国との連携が必要であるこ

とを解明した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

First, this research project have analyzed the actual figure of human trafficking for 

sexual and labor exploitation in Japan, which is a negative aspect of the global move 

of transnational human move in East Asia. Second, this research examined legal enforcement 

of immigration and labor control as well as the National Action Plan on Measures to Combat 

Trafficking in Persons of 2004 and 2009. Third, Japanese legal system and policy against 

human trafficking are not effective to regulate multifaceted human trafficking today. 

Fourth, learning the experiences and policies of East Asian countries, particularly 

Thailand and Philippine, Japan should be asked more fact-finding and effective policy 

measures for victim protection and prevention of human trafficking. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）2000 年の国際組織犯罪防止条約と人身

取引禁止議定書以来、日本でも人身取引罪の

新設、入管法の改正や「人身取引対策行動計

画」（2004 年・2009 年）などの人身取引の摘

発・防止のための犯罪化対策と出入国管理を

強化してきた。以後、検挙人数や被害者認定

数の減少が報告されたが、その一方で、こう

した対策の実効性が不明確で、不十分である

との指摘が国内外からなされた（アメリカ国

務省「人身取引」年次報告書や 2010 年国連

人権理事会日本特別報告）。 

（２）現代の「人身取引」は、①それ自体が

深刻な人権問題であるが、②世界的な貧困・

格差構造が生み出すグローバルな人的移動

の一環であり、その形態は③性的搾取だけで

なく、④労働搾取の疑いがある外国人研修

生･技能実習生制度や（偽装）国際結婚･養子

縁組・虚偽認知などの多様な形態をとる。し

たがって、⑤実態に応じた出入国管理法令や

「犯罪化」対策の実施・運用と⑥幅広い人権

保障、社会労働政策、生活・福祉政策からの

施策が求められる。また、⑦国際的な連携・

協力、とくに日本と東アジアとの関係を重視

する調査・研究が必要である。 

（３）「人身取引」に関する体系的、学際的

な調査･研究は国際的にも未確立であるが、

日本でも個別的な実態調査・研究の段階にあ

り、実態把握の点でも、対策と法整備の点で

も立ち後れている。なかでも、法分野での研

究は法・行政実務に任せられがちで、学術研

究の面での問題関心や取り組みが著しく遅

れていた。 

 
２．研究の目的 

（１）本研究は、日本における「人身取引」

の現代的・構造的な特徴と実態を東アジア諸

国・地域との関係においてとらえ、これに対

する法規制の現状と課題を検討する。とくに

「人身取引」を非人間的なチープ・レイバー

のグローバルな展開の面から捉えて、これを

主として性搾取および労働搾取の両面から

分析し、法的な規制と対策の現状と問題点を

明らかにする。また、その国際的･国内的な

背景と性格に着目し、日本の出入国政策や労

働政策などからの長期的視点に立って、有効

な規制と被害者保護・予防の方策を検討する。 

（２）具体的には、①「人身取引」をめぐる

日本の出入国管理と刑事司法の現状と問題

点の検討、②低賃金労働としての研修生・技

能実習生の形態をとった「人身取引」の実態

と法的問題の解明、③国際結婚･養子縁組・

虚偽認知の形態をとった人身取引の事例分

析と法的検討、④「人身取引」の被害者の保

護・救済・権利保障という視点からの実態分

析と法政策の検討、⑤上記の諸課題に関する

各国との情報・経験交流と国際的な調査・研

究ネット・ワークの構築、⑥「現代の人身取

引」をめぐる学際的な調査・研究の方法的検

討を行う。 

 

３．研究の方法 
 

（１）上記①の出入国管理と刑事司法の法実

証的調査・分析として、性的搾取目的の「人

身売買」罪の事例研究および③の国際結婚・

国際養子縁組・虚偽認知などの実態・事例研

究、また、日本政府の対人身取引政策の基本

方針である「人身取引対策行動計画」の検討

を行う。ここでは、これまでの対応が、性的

搾取を主眼とする刑事法的・行政実務的な対

応に大きく傾いていることを明らかにし、そ



 

の意義と限界を明らかにする。 

（２）日本における人身取引が直接的な性的

搾取を主眼とするために、現代的な人身取引

として重視すべき上記②の労働搾取目的の

人身取引の実態と法的対応の問題点を明ら

かにする。とりわけ、外国人研修生・技能実

習生制度などの実態と問題点、労働法制上の

問題点を検討し、そのチープ・レバーとして

の「国際的な労働力移動」の側面から、日本

的な実態と性格を明らかにする。 

（３） 日本における「人身取引（人身売買）

問題」では個別的、社会学的な事例調査・研

究と刑事司法的な規制・対応が乖離している

から、これを克服するために、「人身取引」

規制・対策についての法社会学的なアプロー

チを重視し、実態と規制・政策の相互関係を

明らかにする。 

（４）日本と東アジア諸国・地域の間におけ

る「人身取引」の実態と規制の実証的な調査

をタイ・フィリピンで行い、また、韓国、中

国を調査対象に加えて、国際比較を行い、国

際的経験を学ぶ国際会議を開催する。 

（５）「人身取引対策」の主領域となってい

る出入国法制の学際的検討を行う。ここでは

法的視点（憲法・刑事法・国際人権法・国際

私法、入管行政など）だけでなく、国際関係・

政治、社会経済、労働・福祉政策からの視点、

また、制度・行政実務からの視点からなどの

多角的、総合的な検討を行う。とりわけ、入

管法制の研究はこれまで実務面に委ねられ、

学術研究面からの取り組みが遅れたので、現

状を踏まえつつ、これに対する学術的な取組

みを組織化する。 

 

４．研究成果 

 

（１）初年度（2010 年）には、①人身取引の

国際調査として、タイ・フィリピンにおける

現地調査、②「労働搾取の人身取引」の国内

実態の調査と情報収集、③国際研修協力機構

（JITCO）のヒアリング、④法務省出入国管

理当局のヒアリングを行った。 

第２年度（2011 年）に、国際会議「東アジ

アにおける人身取引の実態と効果的対策」

（2011 年 12 月 10－11 日・立命館大学）で開

催し、①日本と世界における人身取引と対策

の現段階、② 国連および各国からの現状（国

連・タイ・ＡＳＥＡＮ・フィリピン・韓国・

中国・米国）、③日本の人身取引対策全般（と

くに 2009 年行動計画）の現状と問題点の検

討、④日本における外国人研修生・実習生問

題の検討を行った（記録集・全 257 頁および

附属資料・全 353 頁の刊行）。 

国際的には、各国報告に加えて、これまで

情報に乏しい中国からの初報告もあり、また、

国内的には、実態を踏まえた実務・運動・研

究の学際的、国際会議として大きな意義があ

った。 

第３年度（2012 年）には、「人の国際移動

と法―シンポジウム」（2012 年 12 月 7－8日・

立命館大学）で開催し、入管法制の現段階と

各法分野（憲法・刑事法・国際法）からの検

討、外国人をめぐる法と政策の現状と課題の

検討を行い、狭義の人身取引に限らない「人

の国際移動」に関する法的・実務的問題を検

討した。 

（２）本研究によって、人身取引に対する日

本の対応の現状は①入管行政と刑事司法か

らの規制・対策に傾きすぎること、②性的搾

取の人身取引を主眼とする日本の法規制と

政策では、労働搾取などの多様な形態の「人

身取引」の全容を把握できないこと、③性的

搾取の人身取引についても、出入国管理面だ

けで、犠牲者の保護・救済に必要な人権・労

働・社会福祉面からの対応が必要なこと、④

将来の日本の人口・社会構成を見通した外国



 

人政策が必要なことが明らかになった。 

①から③は 2009 年「人身取引対策行動計

画」が事実上、認め、また、2010 年国連人権

理事会提出のいわゆる「エゼイロ報告」（日

本 に お け る 人 身 取 引 の 特 別 報 告 ・

A/HRC/14/32/Add.4, 12 May 2010）が厳しく

指摘する点である。これらは本研究が当初の

段階で提起した目的・方法・見通しとも一致

し、本研究を通じても、より現実的な分析結

果となった。本研究が提起した視点と検討の

必要は本研究期間において、社会的により強

く認知されるようになった（政府関係機関の

公式的な対策はこの方向に向かって動いて

いるとは言えず、この間の社会情勢も加わっ

て、停滞している）。 

（３）外国人研修・技能実習制度の実態分析

と事例研究からは、これが労働搾取の「人身

取引」というべき深刻さを持ち、とくに「団

体監理」型は制度悪用の域を超え、むしろ制

度的欠陥であることが明らかになった。この

ために労働法令の適用などの法改正が一部

行われたが、外国人労働政策の面からもこの

研修・技能実習生制度は抜本的な見直しを必

要とする事態であるといえる。 

（４）現代の人身取引が性的搾取や労働搾取

の人身取引だけでなく、国際結婚・国際養子

縁組・虚偽認知などの多様な形態を取り、そ

の比重がますます高まっていることが本研

究でもあらためて明らかになったが、事態は

「現在進行形」であり、本研究を含めて学術

的な研究は未だ個別的、萌芽的な水準である。 

（５）日本がグローバル化時代の「人身取引」

の規制と対策の経験に乏しく、これに対する

国際的な経験に学ぶ必要がある。本研究では、

とくにタイ・フィリピンの総合的な「対人身

取引」政策や韓国の外国人労働政策が参考に

なることが明らかになった。また、国際的な

実態把握として、中国における大規模かつ深

刻な事態が中国社会科学院から報告された

が、日本との関係を含めて、今後の実態把握

と分析が急務であることが明らかになった。 

（６）日本の入管法制の現状と運用は人身取

引の実態や「人の国際移動」に対応できてい

ないが、その学術的な研究自体も実務に委ね

られがちで、法学的研究も個別的取り組みの

水準にあり、社会・経済政策、労働・福祉政

策と連携した法改革の視点からの検討が不

可欠である。また、長期的視点に立った日本

の人口政策、その一環としての外国人労働政

策、移民政策の面からの検討が必要である。 

（７）本研究では、現代の人身取引をグロー

バリゼーション、とくに「人の国際移動」の

視点から位置づけ、また、個々の事例をその

深刻さと背景の拡がりの両面から捉えよう

とした。前者では現代的な人権侵害と捉え、

犠牲者の認知、救出・保護の視点を貫く法規

制・対策が必要なこと、後者では問題の構造

的な性格と解決への長期的な展望が必要な

ことが明らかになった。 

（８）「人身取引対策」では、その推進主体

が誰かの問題がある。ここでは、政府機関ー

法実施機関だけでなく、ＮＧＯなどの非政府

の市民的基盤を重視する必要がある。現在の

「人身対策行動計画」は法・行政機関が主体

で、社会的・市民的基盤と拡がりがない限り、

実効性に乏しい。ここでも刑事法的対策の限

界が明らかである。 

（９）本研究は、多様かつ幅広い視点から実

態を把握し、対応・対策をとる課題を提起し

たが、明らかになったのは「実態」と「対策」

の関係は前者を最優先して捉えること、すな

わち、「対策」・「取締まり」ではなく、認知・

保護を最優先した実態の把握がポイントで、

その視点からの現行法制や「行動計画」の見

直しと包括的な「人身取引・禁止・防止法」

の立案（「禁止」だけでなく、「禁止・防止」



 

法）が必要である。国際的にも人身取引対策

の主眼は禁止・処罰だけでなく、むしろ認

知・保護・予防を強調する方向になっている。

日本でも、刑事司法的な対策強化だけではな

く、犠牲者の視点にたった救出・保護・予防

の視点と社会経済的、権利保護・福祉的な対

策が重要である。日本における現行の「対策」

の現状は結果に対する一時的な対策で、その

原因や要因への対応になっていない。 

（10）以上の研究成果は、本研究が想定した

視点と見通しに沿った調査・研究結果でもあ

り、これが強く裏付けられたということにな

る。当初の予定としては、事例研究に加えて、

より体系的、統計的な処理を企図したが、刑

事司法上の資料がもつ性格などの限界から、

一般情報（新聞報道など）の収集以上の作業

ができなかった。しかし、これは個別的事案

研究の重要性と人身取引の本来的性格、すな

わち、現代の人の国際移動が多様・多面的で、

社会構造的な性格をもつこと、既成の法的概

念・対策になじまないことをあらためて示す

もので、それだけに、刑事司法的処理の限界

と社会経済的、福祉的な政策展開の必要性を

裏付けている。 

（11）以上の調査・研究は、現時点で、①人

身取引の実態と法政策の国際比較、②外国人

労働・研修制度の実態と分析、③出入国管理

法制の実態と分析、という形でのとりまとめ

を行い、成果刊行の準備を進めている。 
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